
○横瀬町保育士資格取得等支援事業補助金交付要綱 

平成29年３月15日 

告示第18号 

改正 平成31年３月14日告示第14号 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、横瀬町保育士資格取得等支援事業補助金(以下「補助金」とい

う。)の交付に関し、埼玉県保育対策総合支援事業実施要綱(平成27年少子第266

号埼玉県福祉部長通知)に規定する保育士資格取得支援事業実施要綱及び埼玉県

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施要綱(以下「県要綱」と

いう。)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱における用語の意義は、県要綱において使用する用語の例による。 

(補助事業等) 

第３条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助事業」という。)、経費(以下「補

助対象経費」という。)及び基準額(以下「補助基準額」という。)は、別表に掲げ

るものとする。 

２ 補助金の額は、当該補助対象経費の２分の１の額とする。ただし、補助基準額

と比して当該補助対象経費が上回っている場合は、補助基準額を補助対象経費と

するものとする。 

(補助対象者) 

第４条 補助金の交付の対象者(以下「補助対象者」という。)は、県要綱に掲げる

実施要件に該当するもののほか、次に掲げる要件に該当するものとする。 

(１) 別表に掲げる補助事業のうち、認可外保育施設保育士資格取得支援事業、

保育教諭確保のための保育資格取得支援事業、保育所等保育資格取得支援事業

及び幼稚園教諭免許状取得等支援事業の補助対象者は、町内に所在する実施対

象施設とする。 

(２) 別表に掲げる補助事業のうち、幼稚園教諭免許状を有する者の保育資格取

得支援事業の補助対象者は、町内に所在する実施対象施設又は町内に住所を有

する幼免対象者とする。 

(補助金の交付申請) 

第５条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、横瀬町保

育士資格取得等支援事業補助金交付申請書(様式第１号。以下「申請書」という。)

に次に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。 



(１) 横瀬町保育士資格取得等支援事業実施計画書(様式第２号) 

(２) 対象者が常勤職員として実施対象施設に勤務していることが確認できる書

類 

(３) 養成施設に在学していることが確認できる書類 

(４) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書の申請年度は、当該対象者が保育士証を交付される年度とする。 

(補助金の交付の可否の決定) 

第６条 町長は、前条に規定する申請があった場合は、これを審査し、補助金の交

付の可否を決定したときは、横瀬町保育士資格取得等支援事業補助金交付・不交

付決定通知書(様式第３号)により申請者に通知するものとする。 

(変更等の承認) 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者(以下「交付決定者」という。)は、前条の

交付の決定内容を取り消し、又は変更しようとするときは、横瀬町保育士資格取

得等支援事業補助金変更等申請書(様式第４号。以下「変更申請書」という。)を

町長に提出し、その承認を得なければならない。 

２ 町長は、前項の規定による変更申請書を受理したときは、当該申請に係る書類

を審査し、横瀬町保育士資格取得等支援事業補助金変更等承認・不承認通知書(様

式第５号)により交付決定者に通知するものとする。 

(実績報告) 

第８条 交付決定者は、当該補助事業完了後、速やかに、横瀬町保育士資格取得等

支援事業実績報告書(様式第６号。以下「報告書」という。)に次に掲げる書類を

添付して町長に提出しなければならない。 

(１) 横瀬町保育士資格取得等支援事業完了報告書(様式第７号) 

(２) 対象者が保育士証の交付を受けた後、勤務対象施設への勤務が決定したこ

とが確認できる書類 

(３) 養成施設の長が発行する対象経費の領収書 

(４) 代替保育士等が実施対象施設に勤務していたことが確認できる書類 

(５) 保育士証の写し 

(６) その他町長が必要と認める書類 

(補助金の額の確定) 

第９条 町長は、報告書の提出を受けた場合は、当該報告書の審査及び必要に応じ

て行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の

内容に適合するものかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付する補助



金を確定し、横瀬町保育士資格取得等支援事業補助金確定通知書(様式第８号)に

より交付決定者に通知するものとする。 

(補助金の交付) 

第10条 町長は、前条の規定により補助金の額が確定したときは、速やかに横瀬町

保育士資格取得等支援事業補助金請求書(様式第９号)に基づき、補助金を交付す

るものとする。 

(交付決定の取消し及び補助金の返還) 

第11条 町長は、交付決定者が偽りその他の不正行為により補助金の交付決定又は

交付を受けたときは、当該補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又

は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるものとする。 

(状況報告) 

第12条 交付決定者は、町長の要求があったときは、補助事業の遂行状況について、

書面で町長に報告しなければならない。 

(関係書類の整備) 

第13条 交付決定者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を

常に整備し、及び保管しなければならない。 

２ 前項の書類、帳簿等の保存期間は、当該補助事業の完了の日の属する年度の翌

年度から起算して５年間とする。 

(その他) 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、平成28年４月１日から適用する。 

附 則(平成31年告示第14号) 

この要綱は、公布の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号(第５条関係) 

様式第２号(第５条関係) 

様式第３号(第６条関係) 

様式第４号(第７条関係) 

様式第５号(第７条関係) 

様式第６号(第８条関係) 

様式第７号(第８条関係) 

様式第８号(第９条関係) 

様式第９号(第10条関係) 

別紙１ 

別紙２ 

 


